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  記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

日本ＡＴＭビジネスサービス株式会社

（単位：千円）

【 4,818,877 】 【 3,319,896 】

2,773,031 2,626,590

1,984,425 76,064

12,579 219,150

5,885 114,275

12,621 264,187

4,774 8,268

25,560 11,359

【 694,593 】 【 97,372 】

( ) ( 656,379 ) 97,372

479,953 3,417,268

176,426

( ) ( 38,213 ) 【 2,096,202 】

38,213 100,000

1,996,202

25,000

1,971,202

1,971,202

（ 670,377 ）

2,096,202

5,513,470 5,513,470

貸    借    対    照    表
（2022年 12月 31日 現在）

資   産   の   部 負   債   の   部

【 流 動 資 産 】 【 流 動 負 債 】

現 金 及 び 預 金 未 払 金

売 掛 金 未 払 費 用

契 約 資 産 未 払 法 人 税 等

仕 掛 品 未 払 消 費 税 等

前 払 費 用 契 約 負 債

未 収 入 金 預 り 金

立 替 金 そ の 他

【 固 定 資 産 】 【 固 定 負 債 】

有 形 固 定 資 産 資 産 除 去 債 務

建物及び附属設備 負 債 合 計

工 具 器 具 備 品 純   資   産   の   部

投資その他の資産 【 株 主 資 本 】

繰 延 税 金 資 産 資 本 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

繰 越 利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負債・純資産合計

（うち当期純利益）



2 

 

個別注記表 

 

重要な会計方針に関する注記 

１．固定資産の減価償却方法 

(1)  有形固定資産 

  定額法によっております。 

２．収益及び費用の計上基準 

監視業務、夜間喪失受付業務などの役務の提供に係る収益は、顧客との委託契約に基

づいて役務を提供する履行義務を負っております。当該委託契約は、時の経過にわた

り履行義務が充足されると判断できるため、契約期間に応じて収益を認識しておりま

す。  

役務の提供開始にあたり必要となる人員の手配や設備の導入準備など完了義務を伴う

収益は、作業の進捗に伴って、顧客が利用可能な状態に近づき、履行義務が充足され

ると判断できるため、当該進捗度に基づき収益を認識しております。 

 

 

会計上の見積りに関する注記  

該当事項はありません。 

 

 

貸借対照表に関する注記  

１．有形固定資産の減価償却累計額                   607,443 千円 

２．関係会社に対する金銭債権・債務 

金銭債権  1,945,075 千円 

金銭債務  1,548,192 千円 

 

 

損益計算書に関する注記 

関係会社との取引 

売上高  12,898,978 千円 

売上原価・販売費及び一般管理費 5,297,728 千円 

 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数 

普通株式  2,000 株  － 株  － 株  2,000 株 
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２．剰余金の配当に関する事項 

(1) 2022 年 3月 24日の株主総会において、次のとおり決議しております。 

普通株式の配当に関する事項 

 配当の総額        860,000 千円 

 配当の原資        利益剰余金 

 1株当たりの金額      430,000 円 

 基準日          2021 年 12月 31日 

 効力発生日        2022 年 3 月 24日 

 

(2) 2023 年 3月 23日の株主総会において、次のとおり決議を予定しております。 

普通株式の配当に関する事項 

 配当の総額        670,000 千円 

 配当の原資        利益剰余金 

 1株当たりの金額     335,000 円 

 基準日          2022 年 12月 31日 

 効力発生日        2023 年 3 月 23日 

 

 

税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、未払賞与及び未払事業税であります。 

 

 

関連当事者との取引 

                          

属性 会社の名称 

議決権の所

有(被所有)

割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

親会社 
SocioFuture

株式会社 

被所有 

直接 65%

当社ｻｰﾋﾞｽ

の提供、出

向 者 の 受

入、役員の

兼務等 

ATM運用ｻｰﾋﾞｽ

及び ATM管理ｻ

ｰﾋﾞｽの提供 

4,504,117  売掛金 354,940  
 

出向者人件費

の支払 
3,621,745  

 

未払金 

未払費用 
957,438 

76,064  
 

監視システム

の利用 
1,131,614 未払金 273,528 

業務委託費等 239,743 未払金 94,146 

立替家賃・什

器等 
252,650 未払金 136,578 

主要株主 

株式会社 

ゆうちょ銀

行 

被所有 

直接 35%

当社ｻｰﾋﾞｽ

の提供、出

向者の受

入、役員の

受入等 

ATM運用ｻｰﾋﾞｽ

及び ATM管理ｻ

ｰﾋﾞｽの提供 

8,394,860 売掛金 1,572,198 

(注)1．価格等の取引条件は、市場実勢等を参考に決定しております。 

2．取引金額は消費税等を含みません。期末残高は消費税等を含みます。 

 

（単位:千円） 
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１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額                      1,048,101 円 05銭 

１株当たり当期純利益                                          335,188 円 71銭 

 

 

    以上 


